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令和５年（う）第６８号 業務上過失致死傷被告事件 

令和６年１２月１６日 仙台高等裁判所第１刑事部判決 

            主        文 

原判決を破棄する。 

被告人は無罪。 

            理        由 

第１ 原判決が認定した罪となるべき事実及び控訴の趣意 

１ 原判決が認定した罪となるべき事実は、起訴状記載の公訴事実と同旨であっ

て、その内容は概ね以下のとおりである。 

  被告人は、Ａ船（船舶の長さ１０．７７ｍ、用途プレジャーモーターボート）

に船長として乗り組み、Ａ船の操船業務に従事していたものであるが、令和２

年９月６日午前１０時５８分頃、福島県会津若松市（住所省略）所在の株式会

社ａから東北東２８６．３４１ｍ付近の猪苗代湖上を北東に向けて時速約１５

ないし２０ｋｍで航行するに当たり、針路前方左右の見張りを厳に行い、その

安全を確認しながら航行すべき業務上の注意義務があるのにこれを怠り、針路

前方左右の見張りを厳に行わず、その安全確認不十分のまま漫然前記速度で航

行した過失により、折から、針路前方で、いずれもザップボードに乗るために

ライフジャケットを着用して湖上に浮かんでいたｂ（当時８歳）、ｃ（当時３

５歳）及びｄ（当時８歳。同人ら３名及びｅを合わせて「被害者ら」というこ

とがある。）に気付かないまま、ｂら３名に自船後部に設置された推進器の回

転中のプロペラを接触させ、よって、ｂに傷害（上半身と下半身の離断を含む。）

を負わせて死亡させるとともに、ｃ及びｄにそれぞれ傷害を負わせた。 

２ 本件控訴の趣意は、弁護人吉野弦太（主任）及び田代圭共同作成の控訴趣意

書その１及びその２並びに控訴理由補充書に各記載されたとおりであり、これ

に対する答弁は、検察官宮田誠司作成の答弁書のとおりである。また、当審に

おける事実取調べの結果に基づく弁論の要旨は、同弁護人ら共同作成の弁論要
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旨並びに同検察官及び検察官田澤博司共同作成の弁論要旨に各記載のとおりで

あるから、これらを引用する。論旨は、特に回避可能性の点から、被告人には

過失がないのに、これを認めた原判決には判決に影響を及ぼすことが明らかな

事実誤認があり、仮に過失があるとしても被告人を禁錮２年の実刑に処した原

判決の量刑は重過ぎて不当であって、執行猶予を付すべきであるとの事実誤認

及び量刑不当の主張である。 

  そこで、原審記録を調査し、当審における事実取調べの結果も併せて検討す

る。 

第２ 事実誤認の論旨に関する原判決の説示 

   原判決は、関係証拠によれば、原判示の日時に、被告人が操船していたＡ船

が、ｃ、ｂ及びｄに衝突する事故（以下「本件事故」という。）が発生し、同

人らに原判示の各死傷結果が認められるとした上で、本件の争点である被告人

の過失の有無について、大要、以下のとおり説示して被告人に過失を認めた。 

 １ 原判決の認定事実（なお、別紙図面はいずれも当審における事実取調べの結

果に基づくもの（当審検３３）であるが、位置関係の検討の便宜のため、原判

決の認定事実との関係でも必要な限りで記載をした。） 

  (1) 猪苗代湖西部に位置する中田浜湾の状況等 

   ア 本件事故が発生した猪苗代湖西部に位置する中田浜湾は、東側、南側及

び西側が陸地に囲まれた地形である。湾内西側には西側と北側の陸地と東

側の岬に囲まれた入り江があり、入り江内には中田浜マリーナが管理する

桟橋（以下「本件桟橋」という。）が設置され、船舶の発着に用いられて

いた。本件事故当時、前記岬の東側には、特殊小型船舶免許試験に使用す

るブイ１２個が６個ずつ東西２列（以下、これらのブイの列を「本件ブイ

列」という。）に設置されていた。 

   イ 本件事故当時、猪苗代湖では、猪苗代湖水面利活用基本計画に基づき、

水面利活用に係るゾーニング計画が策定されていた。当該ゾーニング計画
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は、各区域の目安を示すためのものであり、明確な線引きの上で区分けさ

れたものではないが、中田浜のある湖西（会津若松）エリアのゾーニング

計画によれば、中田浜の西側岬から約１５０ｍ以内の区域は、船舶の航行

及び遊泳が禁止される船舶航行禁止区域とされ、１５０ｍ以遠の区域は遊

泳が禁止される船舶航行区域とされている。 

     当該ゾーニング計画に関する周知活動は、水面利用関係の各種団体に委

ねられていたが、本件事故当時、中田浜周辺には、当該ゾーニング計画の

周知を目的とした看板等は設置されていなかった。 

  (2) 本件当日の天候及び中田浜湾内の状況等 

    本件事故が発生した時間帯には、中田浜周辺は晴れており、猪苗代観測所

における平均風速は秒速３．７ないし４．６ｍであった。本件事故当時、中

田浜湾内では、被告人及びその知人の船舶や、Ａ船の周囲を航行していた複

数の水上バイクのほか、複数の水上バイクやトーイングボートが航行してい

た。 

  (3) Ａ船の形状等 

   ア Ａ船は、長さ１０．７７ｍ、総トン数６．６ｔで、二基の推進器に取り

付けられたプロペラが回転することによって推進する船舶である。９名が

乗船した場合の制動距離は、時速１０ｋｍでは約８．４４２ｍであり、時

速１５ｋｍでは約１４．１７３ｍである。 

   イ Ａ船と同種のプレジャーボートは、増速の過程において船首部が持ち上

がって（以下、この現象を「ハンプ」ということがある。）死角が生じる

ため、一時的に操縦者から見た船首方の見通しが悪化するが、更に増速す

るのに伴って船首部が下降し、船首方の見通しが良くなるという性質を有

する。Ａ船の操縦席から最も死角が大きくなる方向は、正船首方の見通し

線から左舷方約４．６度の方向であり、停止状態の場合、約１９ｍより手

前の水面が死角となり、死角が最大となる時速約１６．７ｋｍの場合には、
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約４８０ｍより手前の水面が死角となる。また、時速約１６．７ｋｍの場

合、操縦席から正船首方を真っ直ぐ見たときには、約１９０ｍより手前の

水面が死角となる。 

  (4) 被害者ら等 

   ア ｃとその夫ｆ、長男のｅ及び二男のｂのｓ家４名とｄ及びその両親のｇ

家３名は、本件当日、中田浜湾内において、ザップボードやウェイクボー

ドを水上バイクで引っ張って遊ぶトーイングスポーツに興じていた。 

イ 本件事故当時、被害者らは、ザップボードの順番待ちをするために水上

バイクから降り、本件ブイ列のうち、東側の列の最も南側のブイ（以下「本

件ブイ」という。）の東側の湖上に、北側の沖の方を向いて浮かんでいた

（以下、被害者らが浮いていた湖上付近を「本件事故現場」という。）。

被害者らの具体的な位置関係は、沖の方を向いているｃの左斜め前方の、

左手を伸ばして届くか届かないかの距離にｂ、ｃの右斜め前方の、右手を

伸ばして届く距離にｄ、ｃの右斜め前方約２ｍの位置にｅがそれぞれ浮か

んでいるというものであって、このとき、被害者らは、仰向けに浮くこと

もあったが、自ら泳いで移動することはなく、いずれも肩辺りから上が水

面から上に出ている状態であった。 

  ｆ及びｄの両親は、被害者らが水上バイクから降りた後、水上バイクに

乗って移動しており、本件事故当時、本件事故現場の周辺には水上バイク

やザップボード等は存在しなかった。 

ウ 本件当日に被害者らが着用していたライフジャケットの肩部分の色は、

それぞれ、ｃが黒色、ｂが青色、ｄがオレンジ色や青色、ｅが黄色であり、

ラッシュガード（ｃについては、パーカーのためフードが付いている。）

の色は、それぞれ、ｃが白色、ｂが紺色、ｄが黒色、ｅが緑色であった。 

エ 被害者らの身長及び体重は、ｃが身長約１５０ｃｍ、体重約５０ｋｇ（本

件事故当時）、ｂが身長１１７．７ｃｍ、体重２１．１ｋｇ（令和２年３
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月３１日当時）、ｄが身長１２３．０ｃｍ、体重２９．０ｋｇ（同年１１

月１７日当時）、ｅが身長１２７．６ｃｍ、体重２７．８ｋｇ（同年３月

３１日当時）であった。 

  (5) 本件事故に至る経緯等 

   ア 被告人は、本件当日、知人を多数連れて中田浜を訪れ、中田浜マリーナ

に到着後、男女合計９名をＡ船に乗せて本件桟橋から出航した。被告人と

共に中田浜を訪れたｈは、自己の船（船舶の長さ６．６ｍ、用途プレジャー

モーターボート。以下「Ｂ船」という。）にｉ及びｊの２名を乗せて、Ａ

船の後に続いて本件桟橋から出航した。 

イ Ａ船は、南方に航行して入り江を出た直後、エンジンが停止し、北緯３

７度２８分４５．９５秒、東経１４０度１分５０．６９秒付近（以下「本

件停泊地点」という。別紙図面２の番号１０の地点）において、船首を東

北東方（中田浜湾東側にある中田浜湖水浴場方向）に向けて一時的に停泊

状態となった。Ａ船が停泊状態となっていた間、Ａ船に同乗していたｋ及

びｌは、Ａ船の前方及び左舷方に向けて画像や動画を撮影した。ｋ及びｌ

が撮影した画像や動画には、いずれも１個の白色浮遊物及び複数の黒色浮

遊物が写っていた。 

ウ Ｂ船は、停泊状態となっていたＡ船の後方を通過してＡ船の右舷側に出

てから左転し、Ａ船を追い抜いた。Ｂ船がＡ船を追い抜く際、ｊは、停泊

していたＡ船に向けて動画を撮影した。ｊが撮影した動画には、Ａ船の左

舷方前方の湖上に１個の白色浮遊物及び黒色浮遊物が写っていた。 

エ ｈは、Ａ船を追い抜いた後、湾外に出るために、左に舵を切って北東に

針路をとり、時速約１０ないし１５ｋｍで航行していたところ、約１４１

ｍ前方、本件ブイの東側付近の湖上に、ブイではない何かが浮かんでいる

のを目にした。ｈは、目を凝らしてよく見てこれを確認したところ、３人

くらいの人が浮かんでいるのを視認し、舵を右に切って同人らの東側を航
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行して衝突を回避した。 

オ 被告人は、Ａ船のエンジンを再始動した後、中田浜湖水浴場方向に針路

をとり、概ね湾の中心くらいまで航行してから、左転して湾外の方向に航

行するつもりであったが、Ａ船を右舷方から追い抜いたＢ船が被告人の想

定よりも早く左転し、Ａ船の針路前方に進出したことから、Ａ船の左舷方

を航行していた２台の水上バイク等の動向も確認しながら、予定していた

地点よりも手前で左転し、本件事故現場の方向に針路をとった。 

  (6) 本件事故 

    被告人は、被害者らの存在を認識することなく、本件事故現場の方向に針

路をとったまま航行を続けた。被害者らは、Ａ船のエンジン音で、Ａ船が迫っ

てきていることを認識したが、パニック状態で身動きができずに、原判示の

地点である北緯３７度２８分４９．２７秒、東経１４０度１分５８．０５秒

付近（湖水際までの距離約１２８．６６５ｍ。原判示罪となるべき事実では、

株式会社ａから東北東２８６.３４１ｍ付近とされる。以下「本件衝突地点」

という。別紙図面１番号５の地点。ただし、後記のとおり、ある程度広い幅

を持った意味で「付近」とした。）でＡ船と衝突した。 

  (7) Ａ船からの視認状況に関する実況見分（原審甲５９、原審弁２１、２５） 

    令和２年１１月１８日に、被告人立会の実況見分（視認状況に関するもの。

以下「本件実況見分」という。）が実施されたが、当時の中田浜周辺は晴れ

ており、猪苗代観測所における平均風速は秒速１．３ないし２．３ｍであっ

た。被害者らが浮かんでいた状況を再現するに当たり、成人女性を模した長

さ１６０ｃｍ、重さ６．１ｋｇのマネキンで、ｃ着用のライフジャケットと

同様の機能性を有し、肩部分の色が白色又は灰色のライフジャケットを着用

したもの１体と、子供を模した長さ１１９ｃｍ、重さ４．５ｋｇのマネキン

で、ｄが着用していたものと同様の機能性を有し、肩部分の色が黄色のライ

フジャケットを着用したもの１体、子供を模した長さ１２１ｃｍ、重さ４．
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５ｋｇのマネキン及び上半身型の長さ８２ｃｍ、重さ２．９ｋｇのマネキン

で、ｂ及びｅが着用していたものと同じライフジャケットをそれぞれ着用し

たもの２体を本件衝突地点に浮かべ、被告人には、本件桟橋から、本件事故

当時と同様の航路でＡ船を航行させ、マネキンが見えた地点を指示説明させ

るというものであった。 

    被告人は、本件実況見分において、前記入り江を出てすぐの北緯３７度２

８分４８．２０秒、東経１４０度１分４９．３７秒付近（以下「マネキン発

見地点」という。その地点を別紙図面３に表示すると「１」地点となる。）

において、Ａ船の操縦席から、「黄色、白、オレンジ、青の色がはっきり見

えます」と指示説明した。本件衝突地点とマネキン発見地点との直線距離は

約２２３ｍであった。 

  (8) 被告人の航行経路の再現状況（原審甲７１、７２） 

    令和２年１１月１８日に、被告人立会の実況見分（航行経路に関するもの）

が実施され、航行経路の再現に当たり、被告人にＡ船を航行させて本件事故

当時の航行経路を特定させた上、その後３回にわたり、被告人に同航行経路

を航行させ、航行経路の座標、速度、船体の角度、前方及び左前方等の視認

状況を確認するというものであった（別紙図面３は、航路再現３回目に航行

したときの航路である。）。それによれば、３回目の再現の際に、Ａ船がマ

ネキン発見地点付近から本件衝突地点まで航行するのに要した時間は約７８

秒であり、その間のＡ船の速度は、時速約９．５ないし１４．７ｋｍであっ

た。また、時速１３ｋｍで航行している際に、左前方約５９．３ｍ先に浮い

た本件ブイ（ただし、本件事故時に敷設されていたものとは色が異なる。）

を視認することができた。 

  (9) 原審弁護人（当審弁護人でもある。）が行った再現見分の内容及び結果（原

審弁４２） 

    令和４年９月３０日に、被告人立会の再現見分（以下「弁護人再現見分」
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という。）が実施され、その条件は、全長約６ｍのプレジャーボートを用意

し、身長１６７．１ｃｍ、体重５３ｋｇの男性である仮想被害者に白色パー

カー、黒色ライフジャケットを着用させて、本件衝突地点に、沖の方を向い

て仰向けに近い状態で浮かばせ、３地点における、前記ボートからの視認状

況を確認するというものであった。３地点とは、前記(8)の航行経路の特定の

際に、①中田浜マリーナクラブハウス桟橋先端を避けて舵を切った地点（本

件衝突地点との直線距離は約２２０．２ｍ）、②湖水浴場に船首を向けて舵

を切った地点（本件衝突地点との直線距離は約１８６．７ｍ）、③材木山の

北端に船首を向けて舵を切った地点（本件衝突地点との直線距離は約１２１．

２ｍ）として、それぞれ特定した地点である（各地点と本件衝突地点との直

線距離は緯度経度から明らかな事実である。）。弁護人再現見分において、

被告人は、前記①の地点では、何も見えず、前記②の地点では、仮想被害者

がパーカーのフードを被っていれば、１０秒以上本件衝突地点を見続けるこ

とで白い小さいものが浮いているように見え、前記③の地点では、仮想被害

者がフードを被っているか否かにかかわらず、前記の視認方法により白又は

黒の小さいものが浮いているように見えた旨説明した。 

 ２ 予見可能性について 

   原判決は、前記認定事実を基礎として、本件事故現場が中田浜湾内で、陸地

からの距離も近いことから沖合と比べて湖上に人が存在する可能性が高い場所

であり、本件事故当時には、複数の水上バイクやトーイングボートが湾内を航

行していたところ、水上バイクは通常の船舶に比して転覆するなどして落水者

が生じやすく、トーイングスポーツは、人が搭乗するトーイング遊具をボート

などでえい航するという性質上、人の落水も当然に想定されるから、本件事故

現場が、湖上に浮かんでいる人の存在をおよそ想定できない水域であるとはい

えないとした上で、被告人も、本件以前に中田浜湾内を多数回航行した経験を

有するのであるから、本件事故現場が、水上バイクやトーイングボートが航行
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する水域であることを認識しており、本件事故当時も、Ａ船の周囲において複

数の水上バイクが航行し、トーイングボートが中田浜湾内を航行していること

を認識していたとして、被告人は、本件事故現場に向けて航行するに当たり、

Ａ船の針路上の湖上に浮かんでいる人が存在することを具体的に予見でき、人

の存在を見落として航行することにより、長さ１０．７７ｍ、総トン数６．６

ｔで、プロペラにより推進するＡ船が人に衝突すれば、人を死傷させることも

予見できたと認められるとした。 

 ３ 結果回避可能性について 

   原判決が結果回避可能性を認めた理由は、大要、以下のとおりである。 

  (1) 注意義務の内容 

    法令上、小型船舶操縦者（船長）は、小型船舶を操縦するに当たり、視覚、

聴覚及びそのときの状況に適した他のすべての手段により、常時適切な見張

りを確保することが義務付けられており（令和５年法律第２４号による改正

前の船舶職員及び小型船舶操縦者法２３条の３６第５項、令和６年国土交通

省令第３号による改正前の同施行規則１３８条２号）、小型船舶操縦士の教

本によれば、適切な見張りとは、航行中、漂泊中、錨泊中を問わず行う、前

方だけでなく全周にわたり行う、同乗者がいる場合には同乗者にも見張りを

行わせるなどとされているから、被告人は、小型船舶であるＡ船で中田浜湾

内を航行するに当たり、常時適切な見張りを確保する義務を負っていたもの

であり、特に、人の存在が想定される水域を航行する際には、人と衝突する

事故が発生する危険性が十分に認められるのであるから、針路上に浮遊物を

発見した場合には、人でないかを確認すべき義務がある。 

  (2) 被告人が被害者らを発見できたこと 

    前記認定事実(7)のとおり、本件実況見分において、被告人は、本件衝突地

点から直線距離で約２２３ｍ離れたマネキン発見地点から、浮いているマネ

キンを視認することができており、このことは、本件事故当時も、マネキン
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発見地点付近において、被害者らを発見することが可能であったことを相当

強く推認させる。 

    もっとも、本件実況見分の際は、被告人はマネキンが浮いていることを予

め把握しており、意識して見る場合とそうでない場合とでは見え方にも差異

があると考えられることや、小型船舶の船長は、前方だけではなく、全周に

わたって見張りをすべき義務を負っており、特定の場所だけを注視し続ける

ことは困難であると解されること、日照や白波等の影響により、瞬間的に被

害者らを視認することができなくなる可能性も否定し難いことなどからする

と、被告人が、本件事故当時、マネキン発見地点付近において、被害者らを

確実に発見することができたとまでは断定できない。 

    そこでさらに検討すると、Ａ船は、マネキン発見地点を通過後、やや左に

旋回しながら、本件衝突地点まで航行することになるところ、前記認定事実

(8)によれば、Ａ船がマネキン発見地点付近から本件衝突地点まで航行するの

に要する時間は約７８秒であり、本件事故当時は、Ａ船が本件停泊地点にお

いて、しばらく停泊状態にもなっていたことからすると、更に長い時間を要

したものと認められる。 

    そして、前記認定事実(3)イによれば、Ａ船は、増速の過程においてハンプ

によって死角が生じ、船首方の見通しが悪化することから、本件事故現場の

方向に針路をとった後は、いずれかの時点で、被害者らがＡ船の死角に入り、

視認できなくなったといえるが、それまでの間は、被害者らが、Ａ船の船首

方ではなく左前方にいたことや、時速１３ｋｍで航行している際に、左前方

約５９．３ｍ先に浮いたブイを視認することができることなどに照らすと、

被害者らがＡ船の死角に入っていたとは考え難い。 

    そうすると、マネキン発見地点から、被害者らがＡ船の死角に入るまでの

間には相当長い時間があり、その間、被告人が、常時適切な見張りを行って

いれば、被害者らを発見することは可能であったといえる。 
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    とりわけ、Ａ船が本件停泊地点において停泊しているときには、死角はほ

とんど生じておらず、航行中と比べて、前方左右の見張りも容易であったと

いえるのであるから、被告人が、本件停泊地点において被害者らを発見する

ことが可能であったことは明らかである。また、前記認定事実(5)イ及びウの

とおり、Ａ船及びＢ船に乗っていた者らが撮影した画像・動画に白色浮遊物

及び複数の黒色浮遊物が写っており、その位置関係等に照らすとこれらが被

害者らであると推認できるから、被告人も本件停泊地点から被害者らを視認

できたことが裏付けられている。 

    以上によれば、被告人は、本件衝突地点を航行するに当たり、マネキン発

見地点から、Ａ船が停泊状態となった地点を経て、被害者らがＡ船の死角に

入るまでの間、針路前方左右の見張りを十分に行っていれば、本件衝突地点

で浮かんでいる被害者らを視認し、人と認識することができたと認められる。 

  (3) 本件事故が回避可能であったこと 

    前記認定事実(3)アによれば、９名乗船時のＡ船の制動距離は、時速１０ｋ

ｍのときが約８．４４２ｍ、時速１５ｋｍのときが約１４．１７３ｍであり、

本件事故当時のＡ船に乗っていた人数が１０名であることや、Ａ船の速度が

時速約２０ｋｍ程度までは出ていた可能性があることを考慮しても、被害者

らを視認した時点で、被告人がＡ船を停止させたり、航路を変更したりすれ

ば本件事故を回避することができたことは明らかである。 

 ４ 結論 

   原判決は、以上のとおり説示するとともに、予見可能性及び結果回避可能性

を争う原審弁護人の所論をいずれも排斥した上で、被告人は、本件事故当時、

Ａ船の針路上に浮かんでいる人が存在し得ることを具体的に予見することがで

き、Ａ船の針路前方左右の見張りを厳に行い、安全を確認して航行していれば、

被害者らを発見して停止や航路の変更の措置を講じて、被害者らとの衝突を回

避することができたと認められ、被告人がＡ船の針路前方左右の見張りを怠っ
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たこと以外に、被告人が被害者らを発見できなかった原因は考えられないから、

被告人には、針路前方左右の見張りを厳に行い、その安全を確認しながら航行

すべき業務上の注意義務を怠った過失があるとした。 

第３ 当裁判所の判断 

   以上のような原判決の判断は、論理則、経験則等に照らし、証拠評価に看過

できない誤りがあり、客観証拠と整合しない認定事実を基礎とするもので不合

理といわざるを得ず、是認することができない。 

   以下、その理由を説明する。 

 １ 原判決の認定事実等について 

   被告人に過失が認められるかに当たっては、本件衝突地点を含む本件事故現

場付近の状況を前提として、被告人の置かれた立場及びＡ船から被害者らの視

認状況等を検討する必要があるため、まず、これらに関わる原判決の認定事実

等について所論を踏まえ検討することとする。 

  (1) 本件衝突地点について 

    まず、原判決は、前記原判決の認定事実(6)において、北緯３７度２８分４

９．２７秒、東経１４０度１分５８．０５秒「付近」を本件事故の衝突地点

と認定している。 

    所論は、被害者らの浮遊場所について原判決が依拠したｅの指示説明位置

の信用性を基礎付ける事実は明らかにされておらず、関係者の指示説明はそ

れぞれ異なる地点を示しており、その間の距離は最大５０．０９８ｍに及ん

でいるのであって、視認可能性に大きな影響を与えるほどの幅がある旨主張

し、これに対し、当審検察官は、ｅの年齢に照らして自らがいた場所を知覚・

記憶・表現する能力に欠けるところはなく、ｂの遺体の発見地点や衝突の前

後のＡ船の動きと被害者らの状況を客観的に目撃していたｍや、衝突直後の

状況を目撃し、そのときに被害者らがいた地点を述べるｎが指示説明する本

件事故時に被害者らがいた地点とはほぼ一致しており、幅を持ったものとし
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ても相当程度の確度でｅの指示説明した地点に近い場所であると強く推認で

きると主張する。 

この点について検討するに、本件において衝突地点に関わる証拠としては、

被害者らの指示説明に依拠するものとして原審甲第５号証及び当審検第１０

号証が、Ａ船及びＢ船の乗員の指示説明に依拠するものとして、原審甲第３

９、４２及び４５号証があり、それらの位置関係は、別表１座標一覧（図面

１用）各記載のとおりであって、これを図示すると別紙図面１のとおりとな

り、相当な幅がある。もっとも、別表１座標一覧（図面１用）の番号１１及

び１２はｂの遺体が発見された地点であって、湖水の流れの影響により本件

事故後に位置が変わっているものと考えられるから、直ちに衝突地点を示す

ものとは考え難い。 

原判決は、これらのうちｅによる指示説明を採用しているが、その理由と

しては、ｂの遺体（下半身等）が発見された地点や、本件事故を間近で目撃

したｍが衝突地点として指示説明した地点とも非常に近接しているとする。

また、当審検察官も、本件衝突地点としてｅの指示した地点が、他の証拠と

ほぼ合致し、極めて近いことから、「付近」とは、相当程度の確度で、別紙

図面１の番号５地点に近い場所であると強く推認できるとする。 

確かに、ｅによる指示説明自体の信用性に格別疑わしいところは見当たら

ないものの、ｍと同様に本件事故を間近で目撃したｎ、本件事故前後の状況

を間近で目撃したｏ、本件事故前後の状況を目撃したｐ、本件事故前の状況

を目撃したｈ及び被害者らを本件事故に先立って湖水上に水上バイクから降

ろした者の１人であるｆの各指示説明の位置とは相応に異なっており、例え

ば、ｅとｆの説明した地点では直線距離にして約２６ｍの相違が、ｅとｎの

説明した地点のうち、水面から棒状のものが飛んだ場所として指示説明した

地点では直線距離にして約２３ｍの相違があるが（各地点の緯度経度から明

らかな事実）、これらの者のそれぞれの指示説明にも格別疑わしいところは
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見当たらない。また、ｃの原審公判供述によれば、被害者らは、搭乗待機中、

自ら移動しようと思って移動したことはないものの、その影響が波や風によ

るかは明らかではないが、移動したことは否定していない。そして、Ａ船が

本件衝突地点を通過後は、引き波などの激しい水流が発生し、被害者らは巻

き込まれている（原審弁３２（本件事故に関する「船舶事故調査報告書」））。

この点については、原審弁第３２号証を基に認定したものであるが、同書証

は、以下の検討に当たっても参照することとなるところ、運輸安全委員会に

よる事故調査結果を立証趣旨とする書証であって、令和２年９月６日に、運

輸安全委員会が本件事故の調査を担当する主管調査官ほか２人の船舶事故調

査官を指名し、後日、２人の船舶事故調査官を指名した上で、令和３年８月

２６日までの事実調査結果に基づき、国土交通大臣に対して経過報告を行い、

公表したものである。その調査結果の信用性については、船舶事故について

の専門的知見を踏まえ、本件事故当時の写真や動画等の客観的な資料に基づ

き、あるいは、同調査官らによる実験結果に基づき作成されたものであって、

公平性に疑念が生ずるような事情もうかがわれないのであるから、公判廷で

の反対尋問を経ていない供述に依拠する箇所や、原資料が明らかでない箇所

等を除き、概ね信用できるものといえる。これらの事情を考慮に入れた上で、

衝突地点や事故前後に被害者らがいた場所として指示説明されている場所、

ｂの遺体のうち下半身が発見された場所が概ねｅの指示説明する場所と近接

していることからすると、ｅの指示説明に依拠して衝突場所を認定した原判

決に誤りがあるとはいえないが、以下の検討においては、ｅの指示説明にお

いても距離や位置関係を把握する上で目印となる何らかの物体と関連付けて

説明されているわけではなく、本件衝突地点は本件ブイ列のいずれのブイか

らも一定の距離があるのであって、原判決も説示するように、湖上において

衝突地点を正確に特定することが困難であることも踏まえると、所論が指摘

するような５０ｍ近い幅があるとみることも一概には否定しきれず、本件衝
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突地点がいう「付近」とは、十数ｍないし数十ｍ規模での幅があり得ること

に留意する必要がある（なお、原審弁第３２号証には、被害者らが本件ブイ

の周囲に浮遊していたかのように認定されている部分があるが、Ａ船が本件

ブイに衝突していないことからすれば、少なくとも衝突時にはその場所に浮

遊していたものではないことは明らかである。）。 

  (2) Ａ船の航路について 

    Ａ船のＧＰＳプロッターには、本件事故当日の航跡の記録が存在していな

いところ、原判決は、前記原判決の認定事実(5)において、Ａ船の本件事故に

至るまでの経過を認定しているが、別紙図面２の番号１０の地点において停

泊状態となった後、船のエンジンを再始動した後、中田浜湖水浴場方向に針

路をとり、概ね湾の中心くらいまで航行してから左転して湾外の方向に航行

するつもりであったが、予定よりも手前で左転し本件事故現場の方向に針路

をとったとするものの、Ａ船の具体的な航路について、原判決がどのように

認定したのかは判然としない。なお、原審弁第３２号証によれば、停泊状態

であってもＡ船は当初前進惰力を有していたというのであって、その位置が

変わらないわけではない。もっとも、原判決は、結果回避可能性の判断にお

いて、Ａ船は、マネキン発見地点を通過後、やや左に旋回しながら、本件衝

突地点まで航行することになること、Ａ船がマネキン発見地点付近から本件

衝突地点まで航行するのに要する時間は約７８秒であることを、被告人の３

回目の再現状況（前記原判決の認定事実(8)）を引いて説示しており、これに

沿う航路を認定しているものともうかがわれる。 

    この点に関連して、当審検察官は、当審検第２８号証の番号８（別紙図面

２の番号１１）付近で停泊していたことは認められるものの、Ａ船の具体的

な航路は特定できないとし、これに対し所論は、同号証の番号７（別紙図面

２の番号１０）の頃には漂泊状態となっており、同号証の番号１０（別紙図

面２の番号１３）の頃にはエンジンが再始動し、動力により走行していた、
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加速を始めた約７秒後、約５０ｍ進んだ地点で既に被害者らと正対する位置

関係となっていた可能性がある、座標軸については、一般的には相当程度信

頼性があると思われるが、幅を持ったものといわざるを得ない、他方で、原

審甲第７２号証の航路再現は、停泊状態からエンジンを再始動して一気に加

速して左転していった本件時とは速度も異なり、停泊もしないままに漫然と

緩やかに航行したものであって、本件事故時とは付近の船舶等の航行状況も

異なるのであるから本件事故時の航路を合理的に推定できるものではないな

どと主張する。 

    しかしながら、証拠（原審甲３７、当審検１１及び２８）によれば、Ａ船

に乗っていた者が撮影した画像データに記録が残る緯度経度は、別表２座標

一覧（図面２用）の番号１ないし１４のとおりであるところ、これを図示す

ると、別紙図面２のとおりとなる。そして、当審検第４０号証によれば、こ

れらの画像データの緯度経度は、猪苗代湖水上のような周囲に障害物がない

状況であれば、誤差は数ｍで特定することができる一方で、画像ファイルの

撮影日時については、撮影に利用されたスマートフォンのシャッターボタン

が押された時刻ではなく、同ボタンが押された後、これに従ってスマートフォ

ンが作動し、ファイルが作成され保存された時刻であるところ、ファイルの

作成・保存等のスマートフォンの動作は様々な原因で遅くなることがあると

される。このことに、Ａ船及びＢ船の乗員らの供述並びに当審検第１２号証

の画像等によればＡ船が本件桟橋から出航後、本件事故前に一時的に停泊状

態となったことは明らかであることも踏まえると、その正確な撮影時刻はと

もかくとして、以下にみる点を除き、大まかな緯度経度については、概ね正

確なものと考えられる。なお、被告人は、原審公判廷において、別紙図面２

の番号９に写り込んでいる計器のうち速度についてのものが振り切れている

のはエンジンが停止しているからである旨説明しており、これを排斥する証

拠はない。 
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そうすると、Ａ船は、本件桟橋から概ね別紙図面２の番号１ないし５の航

路をたどった後、番号８ないし１３付近に所在し、その頃（番号８及び９、

１２の動画及び被告人の原審公判供述によれば、これらの動画の撮影された

時点では既にＡ船は停泊状態に至っていたと認められる。）、停泊状態となっ

て、エンジンを再始動した後、再度航行したものと認められる。また、Ｂ船

がＡ船の右舷側で並走状態となったとき、Ａ船は停泊状態から発進して増速

をしていたというのであるから（原審弁３２。同書証は、この点について動

画の音響解析という客観的な手法で認定するものであって十分に尊重に値す

る。）、番号１１及び１２の頃には停泊状態を脱したものと考えられる。もっ

とも、当審検察官が主張するとおり、番号６及び７については、その撮影時

刻が番号８ないし１２の位置と数秒しか違わないにもかかわらず、相当程度

Ａ船の座標が異なっており、また、Ａ船はエンジン停止時、ほぼ漂泊状態に

至るまでの間、前進惰力を有していた（原審弁３２）とされることとも移動

経過がそぐわないため、これをそのままの時刻又は場所と判断することはで

きず、その動画内の諏訪神社側の岬及び材木山の写り方並びに水上バイクの

動きからすると、番号６及び７は、番号８及び１３と概ね隣接する時間及び

場所で撮影されていると考えられる。また、番号８についても、写り込んで

いる水上バイクの位置及び動きからすると、番号１３の方が先に撮影された

ものである可能性がある。他方、番号９及び１０の時点でＡ船の船首は既に

中田浜湖水浴場ないしやや材木山方向に向けられていることがうかがわれる。 

    そして、別紙図面２の番号９ないし１３が、その番号順に航行した場合に

は、概ね原判決が認定した本件衝突地点方向の線分上にあることも併せ考慮

すると、被告人が捜査段階及び原審公判廷において説明する、本件桟橋から

出発し、①中田浜マリーナクラブハウス桟橋先端を避けて舵を切り、②中田

浜湖水浴場に船首を向けて舵を切り、③材木山先端に船首を向けて舵を切り、

④猪苗代湖北方向にある白い建物に船首を向けて舵を切ったという、左転し
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ながら緩やかなカーブを描いて航行していく別紙図面３のような航路をＡ船

がたどったとは考え難い。また、被告人の捜査段階における再現は停泊状態

における前進惰力によって移動していた部分の説明がなく、供述内容自体が

実際のＡ船の動きとそぐわず、また、前記再現による航路は本件衝突地点を

通らないから、これらの点でも採用し難い。停泊状態から再度航行し、本件

事故に至るまでのＡ船の転把状況について、他にこれを確実なものとして認

定することのできる証拠は見当たらない。 

そうすると、Ａ船は、別紙図面２の番号９ないし１３（及び８）から本件

衝突地点方向に向かい、大きく舵を切ることなく航行した可能性が否定でき

ないというべきである。そして、このことを踏まえた上で、被害者らと正対

する位置関係となった時期についての当審弁護人の所論は、結果回避可能性

を検討する中でみることとする。なお、当審検察官は、前記のとおり、当審

において、Ａ船が番号１１付近で停泊していたことは認められるものの、そ

の具体的な航路は特定できないと主張するところ、少なくとも、番号９ない

し１３及び８についてはその位置情報の正確性を直ちに否定できない客観証

拠があるのであるから、刑事裁判において、確実な航路を特定できないこと

を被告人に不利に考慮することは許されないというべきであって、とりわけ、

このような航路をたどった可能性があることは、後に見るＡ船からの視認状

況との関係で被告人に不利に考慮することはできない。 

  (3) Ａ船からの視認状況について 

   ア さらに、原判決は、本件実況見分の信用性を基本的に認め、弁護人再現

見分の信用性を否定し、本件衝突地点から直線距離で約２２３ｍ離れたマ

ネキン発見地点から、被害者らを発見することが可能であったことを強く

推認させる旨を説示している。 

     所論は、本件実況見分につき、被害者らよりも著しく重量の軽いマネキ

ンを用いた上で、マネキンの重量を上回る浮力を確保したライフジャケッ
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トを着用させており、その水面に浮いた見え方は本件時よりも被告人に不

利であるし、実施された時期は本件事故から２か月以上経過し、時間帯も

数時間異なっていて、日の傾き方が異なるほか、風速も異なり、実施方法

が不適切である、被告人の指示説明は、出航前にライフジャケットを着た

マネキンを見た上で、マネキンを浮かせた旨の警察官の無線でのやり取り

を湖上で聞き、見るべき方向を指示された上で、停泊状態で、指示された

方向を５ないし１０秒程度ジーっと見つめる方法で行われるなど、本来の

船長の見張り行為と異なる態様で、特定の方向を指示して見つめさせ、色

の識別についても誘導が行われているなど不適切である、他方、弁護人再

現見分につき、できる限り本件事故当時の条件に合わせ、少なくとも被告

人に殊更有利にならないような条件で実施したもので、その信用性は排斥

できないはずである、湖面の見え方についても、ｆにおいて湖面がキラキ

ラしていて子どもたちが見えなかったなどと述べられているなどと主張す

る。これに対し、当審検察官は、本件実況見分について、ｃの供述内容や

本件事故当日に撮影された動画からすれば、水面上に出ていた部位の状態、

水面の光の反射状況等、本件事故時と視認の難易への影響をうかがわせる

差異はなく、当審検第３０号証から認められる被告人の実際の指示説明状

況からすれば、本件衝突地点から直線距離で約２２３ｍ離れた地点からで

も浮いているマネキンをその色まで視認することができている、弁護人再

現見分については、原判決が指摘するように姿勢が異なるなど本件事故時

よりも視認性が悪いなどと主張する。 

     そこで検討するに、離れた位置に所在するかもしれない湖水上の人物等

の存在を認識するに当たっては、水面上にある対象の大きさ及び日照の変

化や静謐さ等の湖面の状況を前提として周囲との色調の差異が極めて重要

であることは明らかであって、水面からの当該人物等の高さや、着衣や頭

髪の色、顔その他の肌を見るのか、頭髪を見るのか等の諸条件によってそ
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の認識可能な距離には変化があるものと考えられるところ、その変化の程

度について立証はない。そして、本件実況見分は、見分に利用したマネキ

ンが比重の関係で人間よりも頭頂部が高くなっている、すなわち、原審甲

第４７号証添付の写真番号４９ないし５４と、原審甲第５９号証添付の写

真番号２及び３を比較すると、マネキンはライフジャケットの胸上部と肩

に加えて首、頭部が湖水上にあり、首がむき出しになって見えているもの

があるが、人がライフジャケットを着用して湖水に入った場合には、首部

分はライフジャケットに覆われており、それだけでも視認条件は相応に異

なる。加えて、着衣の色が本件当時被害者らが着用していたものと異なる

こと、背面を見るのと、正面を見るのとでは視認性に違いがあり得るとこ

ろ、被害者らが本件時どの方向を向いていたかは特定できないのであるか

ら、被告人にとって有利な方向、すなわち、視認がしにくい向きであった

としても視認できることの立証が必要であること、実施時刻や時期により

太陽光の照射角度が異なり、視認方向や背景となる樹木等も併せると湖水

の色味も異なって見え得るところ、本件事故時と本件実況見分時の差異が

有する視認状況への影響の度合いの違いについて立証がないこと、原審甲

第５９号証及び当審検第３０号証を精査しても、本件実況見分時に、被告

人において、どのような距離に至ればどのような物体、すなわち、人その

他のこれがどのような物体なのかを確認し、あるいは、衝突を避けなけれ

ばならないような物体として認識し得た距離は明確ではないこと、原判決

も指摘するように、当該方向を注視すれば湖面にマネキンが浮いていると

いう前提知識のもと見分を行っていることからすると、約２２３ｍをもっ

て被害者らを視認可能な距離であると認めることはできない。さらに、マ

ネキンは湖面と頭部が垂直となる姿勢を概ね維持しているところ、被害者

らは仰向けに浮くこともあった旨を述べており、頭部全体が湖面に対して

常時垂直であったことを前提とすることは不当に被告人に不利である。 
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他方、原判決は、弁護人再現見分は、仮想被害者１人をｃに見立てて浮

かせただけであって、ライフジャケットの色が一色で周囲に浮かんでいる

人がおらず、本件事故当時より視認性が悪い、仮想被害者の姿勢が仰向け

に近い状態で見えづらかったなどとしてその信用性を排斥している。しか

し、弁護人再現見分が殊更被告人に有利な虚偽の見分結果を報告している

などと断ずるに足りる証拠は見当たらないところ、被害者らはそれぞれ一

定の距離を取って本件衝突地点付近に滞留していたというのであるし、浮

いている状態が１人の場合と複数の場合とでの視認状況の対照実験がされ

ているわけではなく、また、弁護人再現見分では、被害者らのうち、最も

水面からの可視部分が大きくなると考えられるｃよりも更に身長の高い者

を仮想ｃとして実験しているのであるからこれを不当ともいえない。そう

すると、複数人を仮定して見分したからといって、浮いている状態が大き

な塊として見えるなどして視認がしやすくなるとも断じ難い。加えて、原

審弁護人が指摘していたように、ｂは２軸の船のプロペラの両方に巻き込

まれた（原審甲２０、２４）と考えられ、Ａ船との関係で本件事故時に正

対する位置にあったとうかがわれる一方で、ｃ及びｄがｂと同時に巻き込

まれたとは考え難く、本件事故時にＡ船が蛇行していたと認める証拠もな

いことからすると、ｃ、ｄ及びｂはＡ船との関係では前方に点在する関係

にあった可能性は否定し難く、そうしたときに、仮想被害者を１名とした

からといって弁護人再現見分の視認状況が被告人に有意に有利であったと

も断じ難い。仮想被害者の姿勢については、確かに、弁護人再現見分にお

けるそれは判然としないものの、前記のとおり被害者らは仰向けになるこ

ともあった旨を述べていることや、操船者が前方を注視するに当たっては

一点を凝視することは想定し難く、被害者らが仰向けになって視認状況が

悪化した場合と操船者の前方注視のタイミングが合ってしまった場合であっ

てもなお被害者らが確実に発見できたかどうかが重要なのであるから（む
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しろ本件実況見分がより被告人に不利である）、約２２０ｍの距離では目

標物を視認できず、約１８６ｍ及び約１２１ｍの距離では、目標物の状態

により差異はあれ、凝視することによって何かしらの小さなものが浮いて

いるのが見えるにとどまるとの弁護人再現見分をたやすく排斥することは

できないというべきである。なお、当審検察官は、本件時にＡ船やＢ船の

乗員が撮影した写真等に写り込んでいる浮遊物はその時刻及び位置関係か

らすると被害者らであって、これが写真又は動画上確認できることを指摘

し、所論は、これらの写真等についてその拡大処理のプロセスが明かされ

ないまま不当に強調されたものである上、浮遊物が被害者らであるかも明

らかでないと主張する。また、当審検察官は、画像は実物よりもはるかに

縮小されたものであって、視認できないはずの物が視認できるように見え

てしまうようなことはないと主張する。しかし、仮に、これらの写真や動

画に被害者らが写り込んでいたとしても、記録された画像ないし映像と被

告人の肉眼での見え方との同質性が立証されておらず、これをもって確た

る視認距離を論ずることはできない（例えば、焦点距離の関係でみても当

審検第２８号証に添付された各写真は、肉眼による注視の場面よりも相当

に広角であることがうかがわれる。）。また、当審検察官は被告人の視力

につき原審弁第３２号証を引用して裸眼２．０とするが、被告人は、原審

乙第５号証によれば１．５か２．０はあると供述するものの、視力検査時

期も不明でその値は明瞭ではない。 

     そうすると、本件事故当時、マネキン発見地点付近において、被告人が

被害者らを発見することが可能であったことが相当強く推認されるとの原

判決の判断は是認することができない。 

   イ また、原判決は、前記原判決の認定事実(3)イのとおり、Ａ船の増速過程

において死角が生じることを認定しているところ、原審弁第３２号証によ

れば、船体縦傾斜角の上昇及び上下動の変化は加速度の違いによって異な
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ると考えられ、急な増速をするほど加速度が大きくなって船首部が大きく

持ち上がり、船体縦傾斜角が大きくなり、死角の範囲が広くなるものと考

えられるところ、本件における停泊時から本件事故に至るまでの具体的な

加速度は不明といわざるを得ない。原審弁第３２号証では、約７秒間で時

速約１６．７ｋｍまで増速し、その間に約５０ｍを進行したとの記載があ

るものの、これが本件時の増速過程を的確に表すものとも断じ難い。また、

船体縦傾斜角は、Ａ船がさらに増速すると減少し、船体が安定した状態で

航行したとき、約１０．３ｋｎ（時速約１９．１ｋｍ）でピークである約

９．１度となり、約１０．８ｋｎ（時速約２０．０ｋｍ）までは大きく、

これを超える速力で安定した数値を示すようになること、約２０ｋｎ（時

速約３７．０ｋｍ）の速力で約６．４度、約２５ｋｎ（時速約４６．３ｋ

ｍ）の速力で約５．６度と減少していくとされているのであるから、原判

決が、死角が最大となる時速を約１６．７ｋｍと認定したのは誤りであっ

て、本件における訴因で特定されているＡ船の時速である約１５ないし２

０ｋｍ時にはより死角の範囲が広くなる可能性があることも踏まえる必要

がある。なお、原審検察官は、原審裁判所及び原審弁護人との令和４年８

月１０日に行われた打合せの際に、死角が生じた後も、操縦席から立ち上

がる等して、適切な見張りをすべきだったと考えていると述べているが、

操船者からすれば、死角に入るまでに被害者らを発見できていなければそ

もそも被害者らが死角に入ったかどうかはわからない上に、被害者らが操

縦席から死角に入った後に具体的にどのような行為をすれば被害者らを発

見できたのかについては何ら主張立証がない。Ａ船は操縦席に座席はある

ものの、ハンドルと座席との間は狭く、完全に直立しながら操縦すること

は困難に見受けられることからすると（当審検１１）、座位と立位とでさ

ほど目線の位置は変わるようには見受けられず、操縦席での姿勢の差異に

よる見え方の違いについても立証はない。 
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  (4) 小括 

    以上のとおりであって、被告人に過失が認められるかどうかを判断するに

当たっては、①本件衝突地点は、十数ｍないし数十ｍ規模での幅があり得る

こと、②Ａ船は、本件桟橋から概ね別紙図面２の番号１ないし５の航路をた

どった後、番号９ないし１３（及び８）から本件衝突地点方向に向かい、大

きく舵を切ることなく航行した可能性が否定できないこと、③Ａ船からの視

認状況については、本件事故当時、マネキン発見地点付近において、被告人

が被害者らを発見することが可能であったことが相当強く推認されるとの原

判決の判断は是認することができず、約２２０ｍの距離では目標物を視認で

きず、約１８６ｍ及び約１２１ｍの距離では、目標物の状態により差異はあ

れ、凝視することによって何かしらの小さなものが浮いているのが見えると

の弁護人再現見分もたやすく排斥することはできないこと、また、死角につ

いても、本件の増速過程を的確に認定するに足りる証拠がなく、死角の範囲

も原判決が認定した内容よりも広く生じ得ることを考慮した上で検討する必

要がある。 

 ２ 予見可能性について 

   所論は、本件事故直前の本件事故現場付近を撮影した写真や動画からすれば、

Ｂ船及びｐらの水上オートバイ以外に、本件事故現場付近を航行する船舶は皆

無であり、トーイングスポーツに興じる者はいなかったと主張するが、水上バ

イクやトーイングボートが存在したことについては、ｃ、ｑ（ｄの母）及びｆ

の供述（原審甲５２、５４及び５５）に加えて、被告人の捜査段階供述（原審

乙５）でも述べられており、所論を踏まえても、原判決が認定・説示した、本

件事故現場が中田浜湾内であって、陸地からの距離も近いこと、本件事故当時、

複数の水上バイクやトーイングボートが湾内を航行しており、人の落水も当然

に想定され、本件事故現場が、湖上に浮かんでいる人の存在をおよそ想定でき

ない水域であるとはいえないこと、さらに、被告人の中田浜湾内の多数回の航
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行経験、本件事故現場に関する認識状況からすれば、原判決が、被告人も湖上

に浮かんでいる人の存在を認識し得たとしたことについては、誤りはない。 

   したがって、注意義務の前提となる、被告人が、本件事故現場に向けて航行

するに当たり、Ａ船の針路上の湖上に浮かんでいる人が存在することの一定の

予見が可能であって、人の存在を見落として航行することにより、長さ１０．

７７ｍ、総トン数６．６ｔで、プロペラにより推進するＡ船が人に衝突すれば、

人を死傷させることが予見できたとの認定についても誤りはない。 

もっとも、次に、所論は、船長の見張りについては、見るべき、注視すべき

対象物が事前に分かっている道路交通上の注意義務とは全く異なる作用である

こと、本件は、２台の水上オートバイが船舶航行区域又はその付近の遊泳が禁

止されていた区域に、視認性の悪いライフジャケットを着せただけで同乗者ら

を水中に浮かせ、目印も見張りも置かずに現場を立ち去ったという第三者の行

為が介在している事案であって、ここで問われる具体的な予見可能性の対象も、

遊泳が禁止された船舶航行区域又はその付近で、見張りも置かず、ほとんど動

きのない状態で子どもたちが浮いていることであるべき旨指摘する。 

この点について検討するに、長年にわたり水上での豊富な操船や指導経験等

を有するｒの原審公判供述によれば、船舶航行区域やその近傍で人がほとんど

動きもなく前に浮いているという事態は遭遇したことがない、操船に当たって

の確認方法としては、両側１２０度くらいの間を確認し、進行方向のみならず、

左右を含めてくまなく何度も確認する、どこか一点を凝視しながら運転するこ

とはなく、前方を幅広く視野に入れて、何か変わったものがないかを確認する、

落水者の周りにはジェットがあるので寄らない、落ちたら落ちた人は落ちたな

りの行動を取るし、落とした人は落としたなりの救助の行動を取る、というの

である。このｒの供述部分にその内容自体に疑わしいところはなく、水上での

操船経験にも問題はないのであって、その信用性を否定すべき事情は見当たら

ない。そして、海上での遊泳の場合、水上オートバイ等の往来の可能性等から



 26 

遊泳区域の明示等がされた場所で行うよう指導されており、他方、水上オート

バイについては、遊泳者等がいる海域では遊ばないこととされている（原審弁

５、９）ように、水上オートバイや船舶等が行き交う水域では、遊泳その他危

険回避ができない状態で滞留することは避けられるべき事態と考えられている

とうかがわれることとも整合する。本件衝突地点に十数ｍから数十ｍ規模での

幅があり得ることを踏まえても、いずれにせよ遊泳が禁止されている区域であっ

て、湖水浴場として事実上利用されていたといった区域でもないのであるから、

人が任意に遊泳したり、水中に滞留したりしていることは想定し難く（だから

こそ、この場所に小型船舶操縦免許の教習目的で本件ブイ列が設置されていた

とうかがえる。）、そのような場所に、人が、救助を求めるといった動作も、

ザップボードへの搭乗待機前に所在していた人の存在を予想させ得る水上バイ

クやザップボード等が周囲に存在することもないままに滞留していることを想

定することは相当に困難が伴うといわざるを得ない。 

 ３ 結果回避可能性について 

  (1) 注意義務の内容について 

   ア 原判決が説示するように、法令上、小型船舶操縦者（船長）は、小型船

舶を操縦するに当たり、視覚、聴覚及びそのときの状況に適した他のすべ

ての手段により、常時適切な見張りを確保することが義務付けられ、小型

船舶操縦士の教本においては、適切な見張りとは、航行中、停泊中、錨泊

中を問わず行う、前方だけでなく全周にわたり行う、同乗者がいる場合に

は同乗者にも見張りを行わせるなどとされているのであって、被告人は、

小型船舶であるＡ船に船長として乗り組み、猪苗代湖上において操船業務

に従事していたのであるから、中田浜湾内を航行するに当たっては、常時

適切な見張りを確保する義務を負っており、特に、人の存在が想定される

水域を航行する際には、人と衝突する事故が発生する危険性が十分に認め

られるのであるから、針路上に浮遊物を発見した場合には、人でないかを
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確認すべき義務がある。 

     ただし、本件において訴因として特定され、原判決が罪となるべき事実

として認定した注意義務は、被告人が、本件衝突地点付近の猪苗代湖上を

時速約１５ないし２０ｋｍで航行するに当たり、「針路前方左右の見張り

を厳に行い、その安全を確認しながら航行すべき業務上の注意義務」であ

るから、前記のうち、同乗者によって見張りを行わせるべき義務を怠った

ことは本件の過失を構成するものとはされていない。また、前記原判決の

認定事実(3)イのとおり、Ａ船は増速の過程においてハンプによって死角が

生じるが、原審及び当審を通じて、検察官は、死角を低減させる措置を取

らなかったとか、航路選択の誤りを訴因として主張しておらず、あくまで

針路前方左右の見張りを厳に行うべき注視義務違反を主張するものである。

とりわけ、原審段階から、Ａ船が増速の過程においてハンプすることから

死角が生じる点を原審弁護人から再三指摘された中で、死角が生じること

も前提として、死角自体を低減させる義務違反を主張するものではなく、

あくまで前記の注視義務違反を本件の過失として構成してきた（原審検察

官作成の「過失に関する主張について２」と題する書面、令和４年８月１

０日実施の打合せにおける原審検察官の発言）という本件の審理経過を踏

まえると、本件において被告人の過失を判断するに当たっては、専ら前記

の注視義務違反の有無、すなわち、針路前方左右を注視することによって

結果回避が確実に可能であったかどうかを判断することとなる。なお、検

察官は、当審において提出した意見書において、死角によって針路前方左

右の安全を確認しながら航行することができないのであれば、それができ

るように、速度や針路を調整すべきことが船長に課せられた注意義務であ

ると記載する箇所があるが、前記のとおり、注意義務として速度及び針路

の調整は訴因とされていないし、そのような調整義務が発生する地点に関

する具体的な主張が伴うものでもないから、この程度の主張では刑事裁判
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における注意義務として不特定に過ぎ、その当否を検討すること自体でき

ない。本件は、前記のとおり、人が、任意に遊泳したり、水中に滞留した

りしていることは想定し難い場所に、救助を求めるといった動作も、ザッ

プボードへの搭乗待機前に所在していた人の存在を予想させ得る水上バイ

クやザップボード等が周囲に存在することもないままに滞留していること

を想定することは相当に困難が伴うことを勘案しなければならない事案で

あり、また、被告人の航路選択や増速過程においてそれ自体が直ちに不適

切な方法であったと指摘できるような法規や慣習違反等も見当たらない事

案でもあるから、仮に、被害者らが早期にＡ船からの死角に入ったことか

ら発見できなかった場合であったとしても（そして、後記のとおりその可

能性は否定できない。）、必ずしも被告人に何等かの注意義務違反がある

とは限らないといわざるを得ない。 

イ また、被告人が船長としてＡ船を操船して航行するに当たっては、操縦

席から離席することは想定し難いから、被告人がＡ船の操縦席から、船長

として通常要求される見張りを行った際に、被害者らを人その他の確認を

要する浮遊物として認識することができたかどうかを検討する必要がある。 

ウ そして、被告人が前記の注視義務に違反したと評価するためには、前記

のとおり、本件事故現場は、湖上に浮かんでいる人の存在をおよそ想定で

きない水域であるとはいえないものの、人が任意に遊泳したり、水中に滞

留したりしていることは想定し難く、そのような場所に、人が、救助を求

めるといった動作も、ザップボードへの搭乗待機前に所在していた人の存

在を予想させ得る水上バイクやザップボード等が周囲に存在することもな

いままに滞留していることを想定することは相当に困難が伴うのであるか

ら、このことを踏まえて要求される注視の在り方を果たしたときに、被告

人において確実に結果回避が可能であったといえなければならない。 

(2) 注意義務違反の有無について 
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ア 既にみたとおり、被告人が、マネキン発見地点付近において、被害者ら

を発見することが可能であったことが相当強く推認されるとの原判決の判

断は是認することができず、本件において、死角の問題を措いたときに、

Ａ船から被害者らを人その他の確認を要する浮遊物として認識することが

可能となるという意味での視認距離は明確ではない。 

 イ もっとも、原判決は、マネキン発見地点付近においては被害者らを確実

に発見することができたとまでは断定できないとしつつ、Ａ船は、マネキ

ン発見地点を通過後、やや左に旋回しながら、本件衝突地点まで航行する

こととなったが、しばらく停泊状態にあったことを考慮に入れると本件衝

突地点まで航行するには長い時間を要するから、被害者らがＡ船がハンプ

することにより死角に入るまでの間に、被害者らがＡ船の船首方ではなく

左前方にいたこと、時速１３ｋｍで航行している際に左前方約５９．３ｍ

先に浮いたブイを視認することができていたことなどに照らし、被告人が

常時適切な見張りを行っていれば被害者らを発見することは可能であった、

とりわけ、Ａ船が本件停泊地点において停泊しているときには死角はほと

んど生じておらず、航行中と比べて見張りも容易であったのであるから、

被告人が本件停泊地点において被害者らを発見することが可能であったと

しているので、この判断について検討する。 

   この点に関連して、所論は、原判決は、できる限り客観的、科学的な方

法を用いており信頼できる船舶事故調査報告書（原審弁３２）によれば、

Ａ船がエンジンを再始動して約７秒後、約５０ｍ先の地点に到達した頃に

は既に被害者らは死角に入り視認不可能であったとされていることを不合

理に排斥しており、エンジンを再始動し加速を開始した時点でＡ船と被害

者らとの距離は１９０ｍも離れていなかった可能性がある以上、より早期

に死角に入っていた可能性があるというべきである、被告人を立ち会わせ

た３回の航路再現（原審甲７２）のうち、何回ブイを視認できたのかは明
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らかでなく、ブイはｃの頭幅よりも大きいのに、同乗していた警察官はブ

イを視認できておらず、録画した映像を分析しても４つあるはずのブイの

うち３つは見えなかった上、航路再現時は本件事故時と速度が異なり死角

の範囲も異なる、停泊時は被告人においてはエンジン不具合に対応してお

り、停泊時もＡ船は前進惰力で漂泊しており、そのままではコントロール

を失うおそれがあるのであるから、速やかにエンジンを再始動させて漂泊

状態を解消すべき状況にあったのであって、約１８０ないし２２０ｍ以上

先の左側を注視すべき義務はなく、実際にも被告人はその作業を行いつつ、

針路前方はもとより左右も含めくまなく全体を見渡して安全確認を行いな

がらＡ船を前進させている、漂泊状態にあったときに撮影された原審弁第

１０及び１１号証その他の写真や動画等をみても被害者らを確実に発見で

きたとは考えられない、実際にも、本件事故現場付近にいた者の多くが被

害者らを視認できておらず、捜査官も原審公判期日において現場では見え

ないと供述していた、同等の見張り義務を課せられたｈが被害者らを視認

できたからといって、被害者らの動きが目に入ったことや、Ｂ船がＡ船よ

りも格段に小さく死角の範囲も異なるという決定的な前提条件が異なるの

であるから、被告人も視認できたことにはならない、などと主張する。こ

れに対し、当審検察官は、本件実況見分が信用できることを前提として、

マネキン発見地点から停泊地点までに要する時間は約２０秒あり、その間

に、被告人から見た被害者らの位置は、船首左側から左前方に移っていっ

たのであって、それはまさに被告人が針路を取ろうとしている方向である

から、被害者らを十分に視認できたし、停泊状態となってから航行を再開

するに当たり針路前方左右の見張りを厳に行おうとすればその暇は十二分

にあり、そうしていれば一層明確に被害者らを視認でき、当審弁護人が指

摘する前進惰力については、停泊中継続的に前進していた事実はないし、

秒速２ｍ程度の速度で前進していたとしても、そのために被害者らを視認
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することに支障が生じたとは認められない上、航行開始後もＡ船は速度を

上げつつ左に舵を切りながら本件衝突地点に至ったのであるから、このと

きにもさらに一定の時間、被害者らをより近くで認識することが可能であっ

た、船舶事故調査報告書（原審弁３２）は、前提とする航路を異にするも

のであるから、所論が主張する時点で被害者らが死角に入ったことはない、

航路再現時に被告人の目線の高さに設置されて撮影されたビデオカメラ映

像（原審甲７２）によれば、航路再現時に原判決が説示したブイを視認で

きたことは明らかであるし、所論が指摘する警察官は見分官として乗船し

ていたものであり、船長ではないから見張り義務はなかったし、見分の目

的はＡ船からの視認状況でもないから、ブイを視認できるか否かをその場

で確認したものでもないから影響しない、原審弁第１０号証及び１１号証

は、実物よりもはるかに縮小されたものであるからこれらをもって視認で

きないこととはならない、当審弁護人が指摘するｈ以外の者のうちには船

長又はこれと同等の立場で見張りをし、本件衝突地点を航行しようとして

いた者はいなかったのであるから、これを注視していた者もおらず、ｈの

みが被害者らに気が付いたのは、ｈのみが船長の立場で見張りをし、本件

衝突地点を注視していたために過ぎない、などと主張する。 

 ウ まず、原判決が、Ａ船が、マネキン発見地点を通過後、やや左に旋回し

ながら、本件衝突地点まで航行したと認定したことは是認することができ

ない。既にみたとおり、Ａ船は、本件桟橋から概ね別紙図面２の番号１な

いし５の航路をたどった後、番号９ないし１３（及び８）から本件衝突地

点方向に向かい、大きく舵を切ることなく航行した可能性が否定できない

のであって、その間、一時停泊状態となったが、番号１１及び１２の頃に

は停泊状態を脱したものと推認される。そして、原判決も認定するとおり、

Ａ船は、増速の過程において死角が生じ、操縦席から最も死角が大きくな

る方向は、正船首方の見通し線から左舷方向約４．６度の方向であり、時
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速約１６．７ｋｍの場合には、約４８０ｍより手前の水面が死角となり、

操縦席から正船首方を真っ直ぐ見た時でも、約１９０ｍより手前の水面が

死角となる（死角が最大となる時速約１９．１ｋｍの場合にはより長くな

る。）というのである。なお、この死角は原審弁第３２号証に基づいて認

定されるものであるが、これはあくまで操船者の視線がＡ船の舳先を経て

水面に接するまでの数値であって、被害者らの頭部等が水面から出ている

高さによって死角となる範囲は異なってくるし、操縦席における姿勢（目

線の高さ）によっても異なり得るとも考えられるものの、検察官は原審及

び当審を通じて死角の範囲について追加の立証をしないというのであるか

ら、これらが異なる程度は不明であるといわざるを得ず、証拠に基づかず

に被告人に不利な認定をすることはできない。 

   このことに、原判決が認定した衝突場所「付近」には、十数ｍから数十

ｍ規模の幅があり得ることを併せ考慮すると、Ａ船が停泊後、再度エンジ

ンを始動して航行を開始して以降の針路においては、被害者らは、Ａ船か

らみると死角の範囲が大きくなる正船首方からやや左舷方向に位置してい

た可能性が否定できない。 

   したがって、原判決が、被害者らがＡ船の死角に入るまでの間に、被害

者らがＡ船の船首方ではなく左前方にいた事実を認めた点は是認すること

ができない。 

 エ 次に、原判決が、とりわけ、Ａ船が本件停泊地点において停泊していた

際には被害者らを発見することが可能であったとする点についてみるに、

Ａ船は、別紙図面２の番号９ないし１２付近において停泊していた時期が

あったと考えられるものの、既にみたとおり、番号１１及び１２の頃には

停泊状態を脱したものと推認される。停泊している間、船長である被告人

は、エンジンの再始動の作業を行っているのであり、また、Ａ船は、停泊

当初は前進惰力を有していたものの、その後ほぼ漂泊状態に至った（原審
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弁３２）というのであるから、直ちに自船が移動することによって周囲に

危険を及ぼすような状況にはなく、むしろ、他船等との衝突回避や自船の

コントロールを確保するためにはエンジンを始動していることが必要であ

るから、その作業に注力することもやむを得ず、航行を開始するまでの間

にその後の針路を殊更に注視することは期待できないというべきである。

他方、前記番号９ないし１２付近あるいはその更に南西側の位置からエン

ジンの再始動に成功して航行を開始するに当たっては針路前方左右を十分

に注視すべきとはいえるものの、番号９の位置から本件衝突地点である別

紙図面１の番号５の位置までは直線距離にして約２１３ｍ、番号１０の位

置からは約２０７．７ｍ、番号１１の位置からは約１９２．９ｍ、番号１

２の位置からでも約１９２．２ｍある上に（いずれも緯度経度から明らか

な事実）、前記のとおり、本件衝突地点の位置は十数ｍから数十ｍ規模の

幅があり得ること、約２２３ｍをもって被害者らを視認可能な距離である

と認めることは困難であって、むしろ、約２２０ｍの距離では目標物を視

認できず、約１８６ｍ及び約１２１ｍの距離では凝視することによって何

かしらの小さなものが浮いているのが見えるという弁護人再現見分をたや

すく排斥することもできないことからすると、前記航行を開始するに当たっ

て被告人が被害者らを間違いなく視認できたともいえない。前進惰力を有

して移動していたことを踏まえると、停泊状態にあっても、被害者らから

はより遠くにＡ船が所在していた可能性は否定できず、この観点からも被

告人が被害者らを間違いなく視認できたとはいえない。そして、航行を開

始した後はいずれかの時点で直線距離上は視認が可能となることは明らか

であるものの、Ａ船は増速過程において死角が大きくなるところ、本件で

の増速過程は明らかでない。原審弁第３２号証において、実走試験を行っ

た際の測定データによれば、前進惰力約４ｋｎの状態から約９ｋｎ（時速

約１６．７ｋｍ）まで増速した際、約７秒を要し、その航走距離は約５０
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ｍであったというのであるが、本件時のＡ船の実際の移動状況、すなわち

本件事故時のＡ船の実際の増速の度合い、さらにいえば本件事故時の正確

な航行速度が立証されていないことに照らして、その航行距離が適切なも

のであるかには疑問が残り、より早期に死角が長くなっている可能性も排

斥しきれない。 

そして、ここでいう注視とは、既にみたとおり、本件事故現場は、湖上

に浮かんでいる人の存在をおよそ想定できない水域であるとはいえないも

のの、他方で、人が任意に遊泳したり、水中に滞留したりしていることは

想定し難く、そのような場所に、人が、救助を求める動作をすることも、

ザップボードへの搭乗待機前に所在していた人の存在を予想させ得る水上

バイクやザップボード等が周囲に存在することもないままに滞留している

ことを想定することは相当に困難が伴うのであるから、このことを踏まえ

て要求される対象物の認識の在り方であって、被害者らが所在するかもし

れない一地点を凝視するといったものではない。ｒが原審公判廷において、

どこか一点を凝視しながら運転することはなく、近いところと遠いところ

で動く物体が目に留まったら、近いところのものを優先して注視すること

となるなどと説明しているように、操船者に対して、遠いところで動かな

い物体のある地点を凝視することを求めることは困難であって、本件事故

時は、猪苗代湖上には、水上バイクやトーイングボート等が存在し、Ａ船

の近傍には注視を要する現に動いている物体が複数あったのであるからな

おさらである。さらに、本件時は平均風速が約４．６ｍ毎秒（最大瞬間風

速が約７．３ｍ毎秒）であり、さざ波が生じていたようであるし（原審弁

３２）、水上バイク等の通った後にも白波が立つ様子が見て取れる（当審

検２８）ことから、白波や湖面に反射した太陽光との区別もできなくては

ならない（原審甲５５。なお、湖面の状態に関する関係者の供述は必ずし

も一様ではないし、同乗者が撮影した短時間の動画や写真から操船者にお
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ける視認状況への影響を認定することも困難である。）。また、Ａ船から

の死角となる距離は、停止時においては最大でも約１９ｍであるが、増速

過程における時速約１６．７ｋｍの際には、正船首方を真っ直ぐ見たとき

と左舷方約４．６度では約２９０ｍもの差異があり、時速によってはより

大きくなり得、停止時との差異は約４６１ｍあるように、航行速度、船体

縦傾斜角によって大きな差異があるのであって（原審弁３２）、わずかな

航行方向のずれであっても操船者が当該方向を見るタイミングによってど

の範囲が死角となるかは大きく異なることになる。 

   そうすると、被告人が本件衝突地点方向を注視したとしても、Ａ船が、

十数ｍから数十ｍ規模の幅がある本件衝突地点との直線距離が約１９２な

いし２１３ｍある前記番号９ないし１２（ただし、番号１１及び１２につ

いては既に増速過程にあった可能性がある。）の位置から本件衝突地点方

向に大きく舵を切ることなく航行した場合において、被害者らがＡ船の操

縦席からの死角に入るまでの間に、被告人が被害者らを確実に発見するこ

とができたと間違いなく認めることは困難であるといわざるを得ない。 

 オ また、証拠上認められる、Ａ船が停泊状態に至った後、エンジンを再始

動して航行を開始するまでの間に被害者らと最も接近した位置は、別紙図

面２の番号１１及び１２の位置付近（ただしその頃停泊状態を脱していた

と考えられるからこれよりも手前になる。）と考えられるところ、番号１

１及び１２と別紙図面１の番号５との直線距離は約１９２ｍである。そし

て、ほぼ漂泊状態に至るまではエンジン停止後も前進惰力によって移動し

ていたことからすると、停泊状態となった時点では直線距離は更に伸びる

こととなる。そうすると、視認距離について既にみたところと、被告人に

要求することができる注視の程度、本件衝突地点について十数ｍから数十

ｍ規模の幅があり得ることも踏まえると、Ａ船が、本件桟橋を出発してか

ら、停泊状態に至るまでの間に、被告人において被害者らを確実に発見で
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きたと認めることもまた困難である。 

カ 以上のとおりであって、原判決は、マネキン発見地点から、被害者らが

Ａ船の死角に入るまでの間には相当長い時間があり、その間、被告人が、

常時適切な見張りを行っていれば、被害者らを発見することは可能であっ

た、とりわけ、停泊時には死角はほとんど生じておらず、航行中と比べて

前方左右の見張りも容易であったとするが、前記のとおり、停泊状態にあっ

た時点あるいはそれに至るまでの間に被告人が前方左右を注視しても被害

者らを確実に発見できたとは認められないし、停泊状態を脱した頃である

別紙図面２の番号１１及び１２から本件衝突地点までの直線距離は約１９

２ｍであって、その時点で被害者らを確実に発見できたともいえない。本

件事故後、Ａ船が出航した中田浜マリーナに戻ったｏの水上バイクが同マ

リーナに設置されている防犯カメラに写り込み始める時刻が１０時５８分

２７秒頃であることと、停泊状態にあった頃の写真がいずれも１０時５８

分頃であったこと、撮影時刻には誤差が生じ得るとされているものの、そ

の明確な誤差の程度は明らかでなく、別々の携帯電話機で撮影されながら

概ね近い時刻を示していることからすると、これらが全て大きく異なる時

間であったとは考えにくく、少なくともこれを殊更被告人に不利益に考え

ることはできないことからすれば、停泊状態を脱してから本件事故までの

時間はごく短かったものと推認され、このことからすると、停泊状態を脱

する頃からその数秒後には被害者らはＡ船から死角に入っていた可能性が

否定できず、他方で、それまでの間に被告人に要求される注視の在り方で

前方左右を注視していたとしても、被害者らを確実に発見できたとは認め

られない。原判決は、被告人と同等の見張り義務を課せられたｈが被害者

らを視認でき、かつ、衝突を回避する行動を取れたことから、被告人にお

いても被害者らを視認できたことをより強く推認させるともいうが、当審

弁護人が指摘するとおり、Ａ船とＢ船は異なる船体であって増速過程にお
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ける死角の範囲が同様とは限らない上に、本件事故当時にたどった航路及

び増速状況も同一とは考えられないのであるから、Ｂ船を操船していたｈ

が被害者らを視認することができたからといって、被告人において被害者

らを確実に発見することができたとの事実を推認することはできない。ま

た、このほかに本件事故に至るまでの過程で、被告人において、前方左右

を注視することによって被害者らを確実に発見することができたと主張さ

れ、あるいはこれが証拠上うかがわれる場面はない。 

キ そうすると、被告人が本件時、Ａ船に船長として乗り組み、本件衝突地

点付近の猪苗代湖上を北東に向けて時速約１５ないし２０ｋｍで航行する

に当たり、針路前方左右の見張りを厳に行い、安全を確認しながら航行し

たとしても、本件事故に至るまでの間に、被害者らを発見することができ

ず、本件事故を回避することができなかった具体的な可能性を否定するこ

とはできないといわざるを得ず、被告人に過失を認めることはできない。 

 ４ 結論 

   以上のとおりであって、原判決は、視認距離に関する証拠評価について誤り

があり、Ａ船の航路について客観証拠と整合しない認定をした結果、被告人の

過失について事実を誤認するに至ったものであり、この点が判決に影響を及ぼ

すことは明らかである。 

   事実誤認の論旨は理由がある。 

第４ 破棄・自判 

   よって、量刑不当の論旨について判断するまでもなく、刑訴法３９７条１項、

３８２条により原判決を破棄し、同法４００条ただし書を適用して当裁判所に

おいて更に判決する。 

   なお、本件実況見分は、その条件において被告人に不利なものとなっている

上、Ａ船と視認対象物との距離に応じて見え方の変化を見分するものとはなっ

ておらず、これらの点について本件時と同様の条件を設定した上で改めてＡ船
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の操縦席からの視認距離を算出し、湖面から頭部等が出ていることを踏まえた

Ａ船の操縦席からの死角の範囲を算出した上で、Ａ船が本件桟橋を出航した後、

本件事故に至る過程において、被告人が通常尽くすべき注視をしていたとした

ら被害者らを発見することができたかについて更に立証を追加することや、被

害者らが、Ａ船の操縦席から視認できる距離に至るまでに死角に入ってしまう

のであれば、死角低減義務違反や適切な航路設定義務違反等を訴因として構成

することも全く考えられないわけではない。しかし、本件実況見分の条件設定

が被告人に不利なものであることや、死角についての追加立証の有無、死角低

減義務違反を訴因とするかどうかは、原審時から原審弁護人が指摘をしてきた

にもかかわらず、一貫して検察官はこれらの点について追加立証や主張を行わ

ない旨を明確にしてきたものであって、また、これらを追加したからといって

必ずしも異なる判断に至るともいえない。すなわち、本件が、人が任意に遊泳

したり、水中に滞留したりしていることは想定し難い場所に、救助を求めると

いった動作も、ザップボードへの搭乗待機前に所在していた人の存在を予想さ

せ得る水上バイクやザップボード等が周囲に存在することもないままに滞留し

ていることを想定することは相当に困難が伴うことを勘案しなければならない

事案であって、また、被告人の航路選択や増速過程においてそれ自体が直ちに

不適切な方法であったと指摘できるような法規や慣習違反等も見当たらない事

案でもあるから、仮に、被害者らが早期にＡ船からの死角に入ったことから発

見できなかった場合であったとしても、必ずしも被告人に何等かの注意義務違

反があるとは限らないといわざるを得ないことは既にみたとおりである。この

ような経過や見込みからすれば、本件事案の重大性に鑑みたとしても、当審に

おいて裁判所から探索的に検察官に追加の主張立証を求めることは公正に悖る

ものであって不適切といわざるを得ず、これらの追加立証の検討のために原審

に差し戻すことも適切とは考えられないから自判することとした次第である。 

   本件公訴事実の要旨は、前記原判決が認定した罪となるべき事実のとおりで
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あるところ、既に説示したとおり、被告人に過失を認めるには合理的な疑いが

残るので、本件公訴事実については犯罪の証明がないことになるから、刑訴法

３３６条により、被告人に対し無罪の言渡しをする。 

  令和６年１２月１６日 
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